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経済産業省デジタルプラットフォーム（全体像）
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事業者の認証

補助⾦
申請 計画認定 許認可 届出

データA データB データC データD

⼿続システム
（⼿続を処理）

法⼈共通認証基盤
（ログインシステム）

データベース
（データを蓄積）

データ交換プラットフォーム API API API API

API API API APIオープンデータ
（⺠間向けデータの開放）

• 法⼈版マイナンバーである法⼈番号を活⽤し、⼀つのID/パスワードで複数の⾏政サービスに
アクセスでき、ワンスオンリーが可能となる認証システムとして「法⼈共通認証基盤」を整備。

• まずは経産省の主要な法⼈向け⼿続の簡素化・デジタル化を実施し、法⼈共通認証基盤を
活⽤してプラットフォームに接続。さらに、政府全体への展開を進めていく。



法⼈共通認証基盤で何が変わるか︖
• 事業者にとって、複数のID/パスワードを管理することは⾮常に煩雑。
• また、複数の制度・⼿続でID発⾏のために代表者確認を⾏うことは、⾮合理的であり、かつ事業者に
とっても負担。

⇒ １つのID/パスワードでの⼿続の実現により、官⺠双⽅における⼿続に要する時間やコストを削減。
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《法⼈共通認証基盤のイメージ》
これから︓1つのID/パスワードで⼿続を可能に
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⼿続B

⼿続C
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法⼈共通認証基盤

これまで︓複数のID/パスワードが必要

さらに、法⼈共通認証基盤を含む法⼈デジタルプラットフォームの構築により、ワンスオンリー
（同じ情報の⼊⼒は⼀度だけ）や、より精緻なデータ分析・活⽤を可能に。



利⽤できるアカウントの種別
• 法⼈共通認証基盤では①法⼈基本3情報の厳密な確認を⾏わず発⾏するアカウント及び②初回

のみ法⼈基本3情報を正確に確認し発⾏するアカウントの、２系統を提供。
• 各⾏政⼿続における⾝元確認の要否により、いずれのアカウントを使⽤するかが⼿続ごとに設定される。
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gBizエントリー

gBizプライム

gBizメンバー

・法⼈代表者の厳格な確認は⾏わずオンラインで発⾏
・ID/パスワードを⽤いた単要素認証を⾏う

変更可

・印鑑証明書及び登録印から法⼈代表者であることの確認を⾏い発⾏
・ID/パスワードに加え、所有物認証による⼆要素認証を⾏う

・組織の従業員⽤のアカウントとして、gBizプライムが発⾏
・ID/パスワードに加え、所有物認証による⼆要素認証を⾏う

《法⼈共通認証基盤（GビジネスID（※））のアカウント体系》

１

２

※︓法⼈共通認証基盤のサービス名称として、「GビジネスID」という名称を⽤いる予定。
※︓法⼈共通認証基盤は、法⼈のほか、個⼈事業主も利⽤可能。
※︓現在、内閣官房で策定に向けて取り組んでいる「オンラインにおける⾏政⼿続の本⼈確認の⼿法に関するガイドライン(案)」
とも整合を取りつつ推進中。



法⼈共通認証基盤の機能概要
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主な機能 内容

ユーザー登録・管理 ・gBizエントリー、gBizプライム及びgBizメンバーの各アカウントを登録し、管理する機能

認証

・当⼈認証を⾏う機能（2種類の認証⽅式を提供）

・当⼈認証を⾏うための情報（パスワード、所有物）を管理する機能
・認証結果を標準プロトコル（OpenID Connect）によって利⽤システムに提供する機能

通知 ・アカウント登録などユーザー操作の各種タイミングで事前に登録したメールアドレス⼜は電話
番号（SMS）に必要な通知を⾏う機能

証跡管理 ・法⼈共通認証基盤の証跡を取得し、管理する機能

SMSにて受信
ワンタイムパスワード︓
(例)123456

《所有物認証の概要》

認証⽅式 内容 対象アカウント種別
単要素認証 パスワード認証⽅式 gBizエントリー
2要素認証 パスワード認証 ＋ 所有物認証⽅式 gBizプライム／gBizメンバー

①スマートフォンアプリ認証 ②ワンタイムパスワード認証

（イメージ）

or

・スマートフォンアプリは、iPhone
及びAndorid端末に対して提供
予定。
・iPhoneのうち、TouchIDや
FaceIDの対応端末の場合には、
指紋認証や顔認証を利⽤可能に。
・スマートフォンアプリの利⽤ができ
ない場合は、ワンタイムパスワード
認証を利⽤。

画⾯⼊⼒



想定スケジュール
• 法⼈共通認証基盤を2018年度より構築中。
• 経産省の⼿続で使い勝⼿や運⽤コストについて検証した結果を踏まえて、2020年度に他省庁の

⼿続にも使⽤できる環境を構築し、2021年度より本格版を構築することを⽬指す。

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度〜

経産省において開発
（想定ID数: 〜数万）

経産省
中⼩企業向けサービス
（2018年度末〜）

補助⾦申請システム等
（2019年度〜)

他省庁の⼀部の法⼈
向け⼿続きについても
利⽤開始

他府省の⼿続も含め運⽤
(想定ID数︓数百万)

経産省において運⽤
（想定ID数: 数⼗万） 本格版の運⽤開始、

継続的運⽤

【経産省実証】 【本格版】

政府の法⼈向け
⼿続全般について
利⽤開始
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政府全体での活⽤に向けた
継続的な体制等の検討

【経産省実証】

【経産省実証】 【政府全体での実証】

議論を反映
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